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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　揮発した揮発性有機化合物を吸着させるための粒状の吸着剤であって、下記化学式（１
）又は（２）で表される有機系難燃剤を、平均粒径が１ｍｍより大きく且つ９ｍｍ以下で
あり、ＢＪＨ法に従って得られる細孔分布曲線は、細孔直径が２ｎｍ以上の範囲内に最大
ピークを有している活性炭に、前記活性炭に対して２重量％乃至５重量％の割合で担持さ
せてなることを特徴とする吸着剤。
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【化１】

【請求項２】
　請求項１に記載の吸着剤を含んだ吸着剤層と、前記吸着剤層を収容した容器とを具備し
、前記揮発した揮発性有機化合物を含んだガスを前記吸着剤層内に流通させることにより
前記ガスが含む前記揮発性有機化合物を前記吸着剤に吸着させるように構成されたことを
特徴とする揮発性有機化合物回収装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の揮発性有機化合物回収装置と、前記ガスを発生するガス発生源とを具
備したことを特徴とする揮発性有機化合物回収システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、吸着剤並びにこれを用いた揮発性有機化合物回収装置及び揮発性有機化合物
回収システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　給油所や製油所などの設備では、多量の揮発性有機化合物（以下、ＶＯＣという）を取
り扱っている。そのような設備では、ＶＯＣを高い濃度で含有したガスが発生する。
【０００３】
　近年、ＶＯＣの有害性や大気汚染への関与などが指摘されており、ＶＯＣの大気中への
放出が大きな問題となっている。したがって、ＶＯＣを高濃度に含んだガスを発生する設
備では、揮発したＶＯＣが大気中に拡散するのを防止するために、ＶＯＣを何等かの方法
で回収することが必要である。
【０００４】
　最も現実的なＶＯＣ回収方法の１つとして、ＶＯＣを活性炭からなる吸着剤に吸着させ
る方法がある。この方法には、複雑な装置を必要としないなどの様々な利点がある。
【０００５】
　しかしながら、活性炭は、ＶＯＣを吸着すると、その吸着量に応じて吸着力が低下する
。したがって、ＶＯＣを活性炭に吸着させる方法では、活性炭が或る程度の量のＶＯＣを
吸着した時点で、活性炭からＶＯＣを脱着させる必要がある。
【０００６】
　活性炭からＶＯＣを脱着させる方法としては、例えば、吸着剤層に、空気、水蒸気、窒
素などのガスを流通させる方法が考えられる。但し、窒素を使用する方法は、窒素の購入
又は製造が必要であるため、大規模設備において非現実的であると共に、この技術の中小
規模設備への適用を妨げる。また、吸着剤層に水蒸気を流通させた場合、排ガスはＶＯＣ
と水とを含むため、吸着剤層から回収したＶＯＣの再利用が難しくなる。
【０００７】
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　これに対し、吸着剤層に空気を流通させる方法では、窒素や水蒸気の使用に伴う問題を
生じない。したがって、将来、活性炭からのＶＯＣの脱着にこの方法を採用することが十
分に予想される。しかしながら、本発明者らは、空気を使用する方法には以下の問題があ
ることを見出している。
【０００８】
　活性炭は、ＶＯＣを吸着することにより発熱する。そのため、吸着剤層の温度は２００
℃近くにまで達する可能性がある。
【０００９】
　活性炭の着火温度は、本来、３００℃以上である。但し、不純物などが存在している場
合には、活性炭の着火温度は１５０℃以下にまで低下することがある。活性炭の着火温度
が低いと、例えば、吸着剤層に空気を流通させたときなどに、活性炭が着火し、これがＶ
ＯＣに引火するおそれがある。
【００１０】
　なお、本発明の先行技術文献としては、以下の特許文献１及び２がある。
【００１１】
　特許文献１には、微粉末状活性炭及び結合剤を含有した懸濁液を高空隙率無機繊維製紙
に吸収させることにより得られた紙と、この紙をコルゲート加工したものとを交互に重ね
て接着することにより、活性炭担持ハニカム構造体を製造することが記載されている。ま
た、特許文献１には、先の懸濁液に、有機含燐含窒素化合物、三酸化アンチモン等の難燃
剤を、活性炭に対して１／５０乃至１／１５の重量比で添加すると、難燃性の製品が得ら
れることが記載されている。
【００１２】
　但し、この方法で使用する微粉末状活性炭の平均粒径は、５μｍ乃至４０μｍである。
また、先の活性炭担持ハニカム構造体は、オゾン分解用フィルタ、脱臭剤用フィルタ、触
媒担持体に利用するためのものである。
【００１３】
　特許文献２には、細孔直径が３０Å乃至３００Åであり且つ細孔容積が０．１５ｃｃ／
ｇ以上の活性炭素と、水溶性高分子化合物と、水溶性無機系化合物とを含有したガス吸着
用活性炭素紙が記載されている。また、特許文献２には、水溶性無機系化合物として、燐
原子又は窒素原子を含有した難燃性を付与し得るものを使用し、活性炭素紙の水溶性無機
系化合物を０．１重量％乃至１０重量％とすることが記載されている。
【００１４】
　但し、ここで使用する活性炭素は、繊維状又は１００メッシュ以下の微粉末状である。
また、先のガス吸着用活性炭素紙は、電子写真複写機で発生するオゾンを除去するために
使用する。
【特許文献１】特公平５－３４０４５号公報
【特許文献２】特公平５－４３４１４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明の目的は、高温の吸着剤層内に空気を流通させて活性炭からＶＯＣを脱着させた
場合に活性炭が着火するのを防止することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の第１側面によると、揮発した揮発性有機化合物を吸着させるための粒状の吸着
剤であって、下記化学式（１）又は（２）で表される有機系難燃剤を、平均粒径が１ｍｍ
より大きく且つ９ｍｍ以下であり、ＢＪＨ法に従って得られる細孔分布曲線は、細孔直径
が２ｎｍ以上の範囲内に最大ピークを有している活性炭に、前記活性炭に対して２重量％
乃至５重量％の割合で担持させてなることを特徴とする吸着剤が提供される。
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【化２】

【００１７】
　本発明の第２側面によると、第１側面に係る吸着剤を含んだ吸着剤層と、前記吸着剤層
を収容した容器とを具備し、前記揮発した揮発性有機化合物を含んだガスを前記吸着剤層
内に流通させることにより前記ガスが含む前記揮発性有機化合物を前記吸着剤に吸着させ
るように構成されたことを特徴とする揮発性有機化合物回収装置が提供される。
【００１８】
　本発明の第３側面によると、第２側面に係る揮発性有機化合物回収装置と、前記ガスを
発生するガス発生源とを具備したことを特徴とする揮発性有機化合物回収システムが提供
される。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によると、高温の吸着剤層内に空気を流通させて活性炭からＶＯＣを脱着させた
場合に活性炭が着火するのを防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の一態様について、詳細に説明する。　
　ＶＯＣの殆どは、発火温度が２００℃以上である。したがって、例え、ＶＯＣの吸着に
よって吸着剤層の温度が２００℃近くにまで達っしたとしても、活性炭が着火しない限り
、ＶＯＣの発火は生じない。
【００２１】
　活性炭の着火温度は、本来、３００℃以上である。それゆえ、これまで、活性炭の着火
に起因したＶＯＣの発火は考慮されていなかった。
【００２２】
　しかしながら、活性炭が例えばアルカリ金属などの不純物を含んでいる場合などには、
その着火温度が１５０℃以下にまで低下することがある。そのため、吸着剤として活性炭
を使用した場合には、例えば、吸着剤層に空気を流通させたときなどに、活性炭が着火し
、これがＶＯＣに引火する可能性がある。
【００２３】
　本態様では、ＶＯＣを吸着するための吸着剤として、活性炭を使用する代わりに、活性
炭に有機系難燃剤を担持させてなる粒状の吸着剤を使用する。本態様では、さらに、有機
系難燃剤の活性炭に対する割合を０．１重量％以上とする。こうすると、活性炭が不純物
を含有している場合であっても、着火温度を２００℃以上とすることができる。すなわち
、高温の吸着剤層内に空気を流通させて活性炭からＶＯＣを脱着させた場合に活性炭が着
火するのを防止可能となる。
【００２４】



(5) JP 5019089 B2 2012.9.5

10

20

30

40

50

　このように、活性炭に難燃剤を担持させると、その着火温度が上昇する。しかしながら
、難燃剤の活性炭に対する割合が高いと、活性炭の細孔閉塞が顕著になる。その結果、Ｖ
ＯＣを吸着する能力が不十分になる。
【００２５】
　本態様では、有機系難燃剤の活性炭に対する割合を１０重量％以下とする。こうすると
、活性炭の細孔閉塞に起因してＶＯＣを吸着する能力が不十分になるのを防止することが
できる。
【００２６】
　なお、一般に、無機系難燃剤は、有機系難燃剤と比較して、活性炭に担持させることが
難しい。そのため、活性炭に無機系難燃剤を均一に担持させることは困難である。これに
対し、有機系難燃剤は、例えば、これを適当な溶媒に溶かしてなる溶液を活性炭に含浸さ
せる方法などにより、活性炭に均一に担持させることができる。
【００２７】
　それゆえ、有機系難燃剤で活性炭の着火温度を低下させる場合、より少ない難燃剤使用
量で、無機系難燃剤で活性炭の着火温度を低下させる場合と同等の効果を得ることができ
る。すなわち、有機系難燃剤を使用した場合には、無機系難燃剤を使用した場合と比較し
て、活性炭の細孔閉塞に起因したＶＯＣ吸着能力低下が生じ難い。
【００２８】
　先に説明した通り、活性炭は、ＶＯＣを吸着すると、その吸着量に応じて吸着力が低下
する。したがって、活性炭が或る程度の量のＶＯＣを吸着した時点で、活性炭からＶＯＣ
を脱着させる必要がある。
【００２９】
　活性炭の細孔直径が小さい場合、ＶＯＣの脱着が生じ難い。ＶＯＣの脱着が生じ難いと
、活性炭の吸着力を十分に回復させることができなくなる。そのため、吸着と脱着とを繰
り返すに従い、脱着直後における活性炭の吸着力が低下する。
【００３０】
　本態様では、典型的には、ＢＪＨ（Barrett-Joyner-Halenda）法に従って得られる細孔
分布曲線が細孔直径２ｎｍ以上の範囲内に最大ピークを有するように吸着剤を設計する。
ここで、「最大ピーク」は、細孔分布曲線が極大値を１つのみ有している場合は、この極
大値に対応した細孔分布曲線上の点を意味する。また、細孔分布曲線が極大値を複数有し
ている場合は、「最大ピーク」は、最も大きな極大値に対応した細孔分布曲線上の点を意
味する。
【００３１】
　図１は、細孔分布曲線の例を示すグラフである。図中、横軸は細孔直径Ｒ（ｎｍ）を示
し、縦軸は細孔容積Ｖの細孔直径Ｒによる微分ｄＶ／ｄＲ（任意単位）を示している。
【００３２】
　図１において、細孔分布曲線Ａは、細孔直径Ｒが２ｎｍ未満の範囲内に最大ピークを有
している。このように、細孔分布曲線が細孔直径２ｎｍ未満の範囲内に最大ピークを有し
ている場合、ＶＯＣを活性炭から脱着させてその吸着力を十分に回復させるには、後述す
る揮発性有機化合物回収装置の容器から吸着剤を取り出して通気処理や減圧処理などの再
生処理を施す必要がある。
【００３３】
　これに対し、図１において、細孔分布曲線Ｂ及びＣは、細孔直径Ｒが２ｎｍ以上の範囲
内に最大ピークを有している。このように、細孔分布曲線が細孔直径２ｎｍ以上の範囲内
に最大ピークを有している場合には、ＶＯＣを活性炭から脱着させてその吸着力を十分に
回復させるうえで、後述する揮発性有機化合物回収装置の容器から吸着剤を取り出す必要
がない。すなわち、オンサイトで活性炭の吸着力を十分に回復させることができる。
【００３４】
　細孔分布曲線は、例えば、以下の方法により作成する。　
　まず、７７．４Ｋ（窒素の沸点）の窒素ガス中で、窒素ガスの圧力Ｐ（ｍｍＨｇ）を徐
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々に高めながら、各圧力Ｐ毎に、吸着剤の窒素ガス吸着量（ｃｃ／ｇ）を測定する。次い
で、圧力Ｐ（ｍｍＨｇ）を窒素ガスの飽和蒸気圧Ｐ0（ｍｍＨｇ）で除した値を相対圧力
Ｐ／Ｐ0として、各相対圧力Ｐ／Ｐ0に対する窒素ガス吸着量をプロットすることにより吸
着等温線を得る。その後、この吸着等温線から、ＢＪＨ法に従って細孔分布を求める。こ
のようにして、細孔分布曲線が得られる。なお、ＢＪＨ法は、例えば、「Ｊ．Ａｍ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｓｏｃ．（１９５１），７３，３７３－３８０」などに記載されている。
【００３５】
　本態様では、吸着剤の平均粒径を１ｍｍより大きくする。吸着剤の平均粒径が１ｍｍ以
下である場合、吸着剤層にガスを流通させる際の圧力損失が大きく、実用には不向きであ
る。
【００３６】
　有機系難燃剤としては、例えば、燐酸エステルや含ハロゲン有機化合物などを使用する
ことができる。燐酸エステルとしては、例えば、下記化学式（１）に示す燐酸トリアリー
ルのイソプロピル化物などを挙げることができる。含ハロゲン有機化合物としては、例え
ば、下記化学式（２）に示すヘキサブロモベンゼンなどを挙げることができる。
【００３７】
【化１】

【００３８】
　吸着剤の平均粒径は、４ｍｍ以上であってもよい。また、吸着剤の平均粒径は１５ｍｍ
より小さくてもよく、９ｍｍ以下であってもよい。吸着剤の平均粒径が大きい場合、ガス
の吸着剤との接触が不十分となることがある。
【００３９】
　活性炭に対する有機系難燃剤の割合は、２重量％以上であってもよい。また、活性炭に
対する有機系難燃剤の割合は、５重量％以下であってもよい。
【００４０】
　この吸着剤は、上記の通り、粒状に形成する。典型的には、この吸着剤はペレット状と
する。
【００４１】
　次に、上記の吸着剤を用いた揮発性有機化合物回収装置及び揮発性有機化合物回収シス
テムについて説明する。
【００４２】
　図２は、本発明の一態様に係る吸着剤を用いた揮発性有機化合物回収システムの一例を
概略的に示す図である。この揮発性有機化合物回収システムは、ガス発生源１と、揮発性
有機化合物回収装置２とを含んでいる。また、ここでは、一例として、揮発性有機化合物
回収システムは、液化装置３をさらに含んでいる。
【００４３】
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　ガス発生源１は、揮発したＶＯＣを含んだガスを発生する設備又は装置である。ガス発
生源１は、典型的には、ＶＯＣを５００ｐｐｍ乃至１０００ｐｐｍ又はそれ以上の濃度で
含有したガスを発生する。ガス発生源１としては、例えば、製油所や給油所などにおいて
、ＶＯＣを液体として貯蔵するリザーバ（又はタンク）や、これから他のリザーバ（又は
タンク）へとＶＯＣを分配するためのノズルなどを挙げることができる。また、ガス発生
源１としては、例えば、印刷機などのように、多量のＶＯＣを溶剤として使用している装
置を挙げることができる。
【００４４】
　揮発性有機化合物回収装置２は、ガス発生源１に接続されている。揮発性有機化合物回
収装置２は、ガス発生源１が発生するガス，すなわち揮発したＶＯＣを含んだガス，から
、ＶＯＣを回収する。
【００４５】
　揮発性有機化合物回収装置２は、容器２１と、この中に収容された上記の吸着剤２２と
を含んでいる。
【００４６】
　容器２１は、例えば、給気口と排気口とが設けられた密閉容器である。ここでは、一例
として、容器２１の上板部に、ガス発生源１と容器２１の内部とを連絡する第１給気口と
、例えばエアポンプなどの空気供給源（図示せず）から容器２１の内部への空気の供給を
可能とする第２給気口と、容器２１内のガスを液化装置３へと排気するための排気口とを
設けている。また、これら第１及び第２給気口並びに排気口をそれぞれガス発生源１及び
空気供給源並びに液化装置３と連絡する流路には、図示しないバルブを設けている。
【００４７】
　容器２１には、第２給気口と排気口との間に、上板部から底板部に向けて延びた仕切板
を有している。この仕切板は、容器２１内の上部空間を２つの部分へと仕切っている。
【００４８】
　吸着剤２２は、容器２１内に吸着剤層を形成している。吸着剤層は、容器２１の仕切板
の端部を埋め込んでいる。
【００４９】
　この揮発性有機化合物回収装置２でガス発生源１が発生するガス，すなわち揮発したＶ
ＯＣを含んだガス，からＶＯＣを回収する場合、第１給気口とガス発生源１とを連絡する
流路に設けたバルブを開き、第２給気口及び排気口と空気供給源及び液化装置３とをそれ
ぞれ連絡する流路に設けたバルブを閉じる。これにより、ガス発生源１が発生するガスを
容器２１内へと導入し、このガスに含まれるＶＯＣを吸着剤２２に吸着させる。
【００５０】
　また、吸着剤２２からＶＯＣを脱離させてその吸着力を回復させる場合、第１給気口と
ガス発生源１とを連絡する流路に設けたバルブを閉じ、第２給気口及び排気口と空気供給
源及び液化装置３とをそれぞれ連絡する流路に設けたバルブを開く。この状態で、空気供
給源（図示せず）から容器２１の内部へと空気を供給する。これにより、吸着剤２２から
ＶＯＣを脱離させ、脱離したＶＯＣを空気と共に容器２１から排気する。
【００５１】
　液化装置３は、例えば、揮発性有機化合物回収装置２から供給されるガスを冷却するこ
とにより、このガスが含むＶＯＣを液化する。液化したＶＯＣは、例えば、ガス発生源１
或いはこれを含む設備又は装置で再利用する。
【００５２】
なお、ここでは、揮発性有機化合物回収装置２が排出するガスを液化装置３に供給してい
るが、このガスは液化装置３に供給しなくてもよい。例えば、揮発性有機化合物回収装置
２が排出するガスを気体燃料として使用する場合は、揮発性有機化合物回収装置２が排出
するガスを内燃機関や炉などの燃焼装置に供給してもよい。また、揮発性有機化合物回収
装置２が排出するガスは、密閉容器に供給してもよい。
【実施例】
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【００５３】
　以下、本発明の実施例について説明する。
【００５４】
　（実施例１）
　本例では、活性炭として、平均粒径が４ｍｍのペレット状の石炭系活性炭を使用した。
また、本例では、難燃剤として、有機燐酸エステルである上記化学式（１）に示す燐酸ト
リアリールのイソプロピル化物を使用した。これら活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方
法により吸着剤を調製した。すなわち、１００ｍＬ（３８ｇ、充填密度０．３８ｇ／ｍＬ
）の活性炭と、０．７６ｇの難燃剤を４０ｍＬのメタノールに溶解してなる溶液とを均一
に混合し、これを空気中で３０分間放置後、８０℃で３０分間の乾燥を行った。以下、こ
のようにして得られた吸着剤をサンプル（１）という。
【００５５】
　（実施例２）
　本例では、活性炭として、平均粒径が９ｍｍのペレット状の石炭系活性炭を使用した。
また、本例では、難燃剤として、含ハロゲン有機化合物である上記化学式（２）に示すヘ
キサブロモベンゼンを使用した。これら活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方法により吸
着剤を調製した。すなわち、１００ｍＬ（４０ｇ、充填密度０．４０ｇ／ｍＬ）の活性炭
と、４．０ｇの難燃剤を４０ｍＬのメタノールに溶解してなる溶液とを均一に混合し、こ
れを空気中で３０分間放置後、８０℃で３０分間の乾燥を行った。以下、このようにして
得られた吸着剤をサンプル（２）という。
【００５６】
　（比較例１）
　本例では、実施例１で使用したのと同様の石炭系活性炭を吸着剤とした。すなわち、本
例では、難燃剤は使用しなかった。以下、この吸着剤をサンプル（３）という。
【００５７】
　（比較例２）
　本例では、活性炭として、実施例１で使用したのと同様の石炭系活性炭を使用した。ま
た、本例では、難燃剤として、平均粒径が１０μｍの三酸化アンチモン粉末を使用した。
これら活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方法により吸着剤を調製した。すなわち、１０
０ｍＬ（３８ｇ、充填密度０．３８ｇ／ｍＬ）の活性炭と１．９ｇの難燃剤とを、３５ｍ
Ｌの水に均一に分散させ、これを空気中で３０分間放置後、１２０℃で３０分間の乾燥を
行った。以下、このようにして得られた吸着剤をサンプル（４）という。
【００５８】
　（比較例３）
　本例では、活性炭として、実施例２で使用したのと同様の石炭系活性炭を使用した。ま
た、本例では、難燃剤として、平均粒径が８μｍの水酸化マグネシウム粉末を使用した。
これら活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方法により吸着剤を調製した。すなわち、１０
０ｍＬ（４０ｇ、充填密度０．４０ｇ／ｍＬ）の活性炭と２．０ｇの難燃剤とを、３５ｍ
Ｌの水に均一に分散させ、これを空気中で３０分間放置後、１２０℃で３０分間の乾燥を
行った。以下、このようにして得られた吸着剤をサンプル（５）という。
【００５９】
　（比較例４）
　本例では、活性炭として、実施例１で使用したのと同様の石炭系活性炭を使用した。ま
た、本例では、難燃剤として、実施例１で使用したのと同様の難燃剤を使用した。これら
活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方法により吸着剤を調製した。すなわち、１００ｍＬ
（３８ｇ、充填密度０．３８ｇ／ｍＬ）の活性炭と、５．７ｇの難燃剤を４０ｍＬのメタ
ノールに溶解してなる溶液とを均一に混合し、これを空気中で３０分間放置後、８０℃で
３０分間の乾燥を行った。以下、このようにして得られた吸着剤をサンプル（６）という
。
【００６０】



(9) JP 5019089 B2 2012.9.5

10

20

30

40

50

　（実施例３）
　本例では、活性炭として、平均粒径が４ｍｍのペレット状のヤシ系活性炭を使用した。
また、本例では、難燃剤として、実施例１で使用したのと同様の難燃剤を使用した。これ
ら活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方法により吸着剤を調製した。すなわち、１００ｍ
Ｌ（４５ｇ、充填密度０．４５ｇ／ｍＬ）の活性炭と、０．２３ｇの難燃剤を４０ｍＬの
メタノールに溶解してなる溶液とを均一に混合し、これを空気中で３０分間放置後、１２
０℃で３０分間の乾燥を行った。以下、このようにして得られた吸着剤をサンプル（７）
という。
【００６１】
　（比較例５）
　本例では、活性炭として、平均粒径が１ｍｍのペレット状の石炭系活性炭を使用した。
また、本例では、難燃剤として、実施例１で使用したのと同様の難燃剤を使用した。これ
ら活性炭及び難燃剤を用いて、以下の方法により吸着剤を調製した。すなわち、１００ｍ
Ｌ（３５ｇ、充填密度０．３５ｇ／ｍＬ）の活性炭と、１．７５ｇの難燃剤を４０ｍＬの
メタノールに溶解してなる溶液とを均一に混合し、これを空気中で３０分間放置後、１２
０℃で３０分間の乾燥を行った。以下、このようにして得られた吸着剤をサンプル（８）
という。
【００６２】
　サンプル（１）乃至（８）のそれぞれについて、先に説明した方法により吸着等温線を
作成し、この吸着等温線から、ＢＪＨ法に従って細孔分布を求めた。以下の表１に、細孔
分布曲線の最大ピークに対応した細孔直径を、各種物性値などと共に纏める。
【００６３】
【表１】

【００６４】
　次に、サンプル（１）乃至（８）のそれぞれの着火温度を、以下の方法で調べた。まず
、サンプル（１）乃至（８）のそれぞれを１０ｇだけ磁製平皿上に量り取った。これらを
、空気中、１００℃で５時間加熱し、冷却後、その重量変化を測定した。次いで、加熱温



(10) JP 5019089 B2 2012.9.5

10

20

30

40

50

度を５０℃上昇させたこと以外は同様の加熱－測定サイクルを、加熱温度が４００℃に達
するまで繰り返した。データを収集後、これら結果をグラフに描き、重量が初期重量の９
０％以下にまで減少したときの加熱温度を着火温度として求めた。この結果を、以下の表
２及び図３乃至図６に纏める。
【００６５】
【表２】

【００６６】
　図３は、サンプル（１）、（３）、（４）及び（６）の加熱温度に対する重量変化を示
すグラフである。図４は、サンプル（２）及び（５）の加熱温度に対する重量変化を示す
グラフである。図５は、サンプル（１）、（７）及び（８）の加熱温度に対する重量変化
を示すグラフである。図６は、難燃剤添加量と着火温度との関係を示すグラフである。
【００６７】
　図３乃至図５において、横軸は加熱温度を示し、縦軸は吸着剤の重量を示している。ま
た、図３乃至図５において、参照符号Ｓ１乃至Ｓ８で示す曲線は、それぞれ、サンプル（
１）乃至（８）について得られたデータを示している。



(11) JP 5019089 B2 2012.9.5

10

20

30

【００６８】
　図６において、横軸は難燃剤添加量を示し、縦軸は着火温度を示している。また、図６
に示す曲線は、サンプル（１）、（３）、（６）及び（８）について得られたデータに基
づいて描いている。
【００６９】
　表２及び図３に示すように、難燃剤を使用していないサンプル（３）の着火温度は１６
５℃であった。また、表２並びに図３及び図４に示すように、無機系難燃剤を使用したサ
ンプル（４）及び（５）の着火温度は、それぞれ、１８５℃及び１７０℃であった。すな
わち、無機系難燃剤を使用した場合、吸着剤の着火温度を高める効果は非常に小さかった
。
【００７０】
　これに対し、有機系難燃剤を使用したサンプル（１）、（２）及び（６）乃至（８）の
着火温度は、表２及び図３乃至図５に示すように、何れも２００℃以上，具体的には２６
０℃以上，であった。また、図６の曲線から明らかなように、同種の活性炭を使用したサ
ンプル（１）、（３）、（６）及び（８）では、有機系難燃剤である有機燐酸エステルの
添加量が多いほど、着火温度が高くなっている。具体的には、難燃剤添加量を約０．１重
量％以上とした場合に着火温度を２００℃以上とすることができ、難燃剤添加量を２重量
％以上とした場合に着火温度を２６０℃以上とすることができた。
【００７１】
　次に、サンプル（１）乃至（８）のそれぞれを以下の繰返吸脱着試験に供し、それらの
吸着力の変化を調べた。
【００７２】
　すなわち、まず、サンプル（１）乃至（８）のそれぞれを５０ｍＬだけ量り取り、これ
らを直径３０ｍｍのガラスカラムに充填した。これらガラスカラムに、２５℃のＶＯＣ含
有ガスを１０Ｌ／ｍｉｎの流量で３０分間流通させた。ここでは、ＶＯＣ含有ガスとして
アセトンを含有した空気を使用し、アセトン分圧はその２５℃における飽和蒸気圧とした
。また、このとき、ガラスカラムを取り巻く雰囲気の温度は２５℃であり、空気の相対湿
度は１５％以下であった。ＶＯＣ含有ガス流通後におけるガラスカラムの重量とＶＯＣ含
有ガス流通前におけるガラスカラムの重量とを測定し、それらの差を初期吸着量とした。
【００７３】
　次に、これらガラスカラムに、２５℃の空気を５Ｌ／ｍｉｎの流量で１５分間流通させ
た。空気流通前におけるガラスカラムの重量と空気流通後におけるガラスカラムの重量と
を測定し、それらの差を脱着量とした。
【００７４】
　これら吸着と脱着とのサイクルを５回繰り返し、各サイクル毎に脱着量を測定した。各
サイクルの脱着量を第１回目のサイクルにおける吸着量である初期吸着量で除することに
より得られる値を吸脱着量（重量％）とした。この結果を以下の表３並びに図７及び図８
に纏める。
【００７５】
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【表３】

【００７６】
　図７は、難燃剤添加量と吸脱着量との関係を示すグラフである。図７において、横軸は
難燃剤添加量を示し、縦軸は５回目の吸脱着サイクルにおける吸脱着量を示している。ま
た、図７に示す曲線は、サンプル（１）乃至（３）、（６）及び（８）について得られた
データに基づいて描いている。
【００７７】
　図８は、細孔分布曲線の最大ピークに対応した細孔直径と吸脱着量との関係を示すグラ
フである。図８において、横軸は細孔分布曲線の最大ピークに対応した細孔直径を示し、
縦軸は５回目の吸脱着サイクルにおける吸脱着量を示している。
【００７８】
　表３及び図８に示すように、細孔分布曲線の最大ピークに対応した細孔直径が小さなサ
ンプル（７）は、サンプル（１）乃至（６）及び（８）と比較して、５回目の吸脱着サイ
クルにおける吸脱着量が小さい。この結果は、細孔分布曲線の最大ピークに対応した細孔
直径が２ｎｍ未満の場合には、ＶＯＣの脱着が生じ難いことを示している。
【００７９】
　また、表３及び図７に示すように、細孔分布曲線の最大ピークに対応した細孔直径が十
分に大きなサンプル（１）乃至（６）及び（８）では、難燃剤添加量の増加に応じて、吸
脱着量が減少した。図７の曲線から明らかなように、特に、難燃剤添加量を１０．０重量
％以下とした場合に、吸脱着量が多くなった。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】細孔分布曲線の例を示すグラフ。
【図２】本発明の一態様に係る吸着剤を用いた揮発性有機化合物回収システムの一例を概
略的に示す図。
【図３】吸着剤の加熱温度に対する重量変化を示すグラフ。
【図４】吸着剤の加熱温度に対する重量変化を示すグラフ。
【図５】吸着剤の加熱温度に対する重量変化を示すグラフ。
【図６】難燃剤添加量と着火温度との関係を示すグラフ。
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【図７】難燃剤添加量と吸脱着量との関係を示すグラフ。
【図８】細孔分布曲線の最大ピークに対応した細孔直径と吸脱着量との関係を示すグラフ
。
【符号の説明】
【００８１】
　１…ガス発生源、２…揮発性有機化合物回収装置、３…液化装置、２１…容器、２２…
吸着剤、Ａ…細孔分布曲線、Ｂ…細孔分布曲線、Ｃ…細孔分布曲線、Ｓ１…データ、Ｓ２
…データ、Ｓ３…データ、Ｓ４…データ、Ｓ５…データ、Ｓ６…データ、Ｓ７…データ、
Ｓ８…データ。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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